
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類
連結注記表

計算書類
個別注記表

(2020年１月１日から2020年12月31日まで)

株式会社ピーエイ

連結計算書類の「連結注記表」並びに計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規
定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.pa-co-ltd.co.jp/）に掲載することによ
り株主のみなさまに提供しております。

表紙



連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　８社
主要な連結子会社の名称

㈱アルメイツ
北京培繹諮詢有限公司
優迅艾克（瀋陽）貿易有限会社
㈱ハローコミュニケーションズ
PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED
PA VIETNAM ADVERTISEMENT COMPANY LIMITED
㈱ピーエイケア
㈱PA エンタープライズ

トラバース㈱は2020年12月1日に当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から
除外しております。

⑵　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社ピーエイケアの決算日は3月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算
日は連結会計年度と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　主として定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
　　社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して
おります。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
当社は、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんの償却については、20年以内のその投資効果の発現する期間にわたって、定額法により償却し

ております。

⑻　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方
消費税は繰延消費税等とし、5年間で償却を行っております。

会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」は、金
額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた
め、前連結会計年度の連結計算書類の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた16,029
千円は、営業外収益の「助成金収入」4,294千円、「その他」11,735千円に組替えております。
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追加情報
(会計上の見積りについて)

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響については、今後も当社の業績に影響が及ぶことが想定されま
すが、新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期の見通しは不透明な状況にあります。

当社では、主に固定資産の減損会計の適用の判断等において、新型コロナウイルス感染拡大の影響は、直近
の業況が今後も継続することを前提としております。

－ 4 －

連結注記表



連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 201,146千円
　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,229,800 － － 11,229,800

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 476,918 － － 476,918

３．剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
該当事項はありません。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行借
入による方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　社債及び借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、社内規程に従い、営業債権については、請求担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま
す。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）⒉　参照）。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)　現金及び預金 1,014,218 1,014,218 －

(2)　受取手形及び売掛金 124,583 124,583 －

資産計 1,138,801 1,138,801 －

(1)　支払手形及び買掛金 21,550 21,550 －

(2)　未払金 77,310 77,310 －

(3)　短期借入金 510,000 510,000 －
(4)　社債
　　(1年内償還予定の社債含

む）
50,000 50,081 81

(5)　長期借入金
240,000 245,834 5,834

負債計 898,860 904,775 5,915
（注）⒈ 金融商品の時価の算定方法

資産
(1)現金及び預金　(2)　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

負債
(1)　支払手形及び買掛金　(2)　未払金　(3)　短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
(4)　社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
(5)　長期借入金

当社では、長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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⒉ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 －

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資
産」には含めておりません。
　なお、連結貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額によっております。

⒊ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,014,218 － － －
受取手形及び売掛金 124,583 － － －

合計 1,138,801 － － －

⒋ 社債、短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 510,000 － － － － －
社債
(1年内償還予定の
社債含む)

30,000 20,000 － － － －

長期借入金 － 12,000 48,000 48,000 48,000 84,000
合計 540,000 32,000 48,000 48,000 48,000 84,000
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 58円66銭
２．１株当たり当期純損失 △9円65銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
（資産除去債務に関する注記）
１．資産除去債務の内容

営業所や商業施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．支払発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

使用見込期間を取得から２～15年と見積り、割引率は０～1.59％を使用して資産除去債務の金額を計算
しております。

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容

内訳 金額(千円）
期首残高 57,392
不動産賃貸契約に伴う増加額 18,762
時の経過による調整額 114
事業譲渡による減少額 △22,228
資産除去債務の履行による減少額 △1,747
期末残高 52,292
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し
ております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
②　無形固定資産

定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

４．繰延資産の処理方法
社債発行費
　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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５．引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
　当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。期末において年金資産残高が退職給付見込額を超過
している場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
(損益計算書）

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」は、金額
的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前
事業年度の計算書類の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた4,775千円は、
営業外収益の「助成金収入」10千円、「その他」4,765千円に組替えております。

追加情報
(会計上の見積りについて)

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に関する会計上の見積りについては、
連結注記表「追加情報」に記載しております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 135,798千円
　　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 12,078千円
短期金銭債務 20千円

３．取締役等に対する金銭債権
長期金銭債権 30,000千円

損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

売上高 1,624千円
売上原価 2,627千円
販売費及び一般管理費 3,971千円
営業取引以外の取引高 25,778千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の

株式数（株）

普 通 株 式 476,918 － － 476,918
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税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 113,989千円
関係会社株式評価損否認 3,062千円
関係会社出資金評価損否認 27,457千円
投資有価証券評価損否認 3,208千円
減損損失否認 7,193千円
投資損失引当金否認 4,602千円
資産除去債務否認 9,735千円
その他 6,292千円
繰延税金資産小計 175,542千円
評価性引当額 △174,549千円
繰延税金資産合計 993千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 6,241千円
前払年金費用 6,314千円
その他 286千円
繰延税金負債合計 12,842千円
繰延税金負債の純額 11,849千円
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関連当事者との取引に関する注記
当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
㈱ハロー
コミュニ
ケーショ
ンズ

千葉県
成田市 7,900 情報サー

ビス事業 100.0
役員の兼任
２名及び派

遣２名
資金の回収 20,000

関係会社
長期貸付金 5,000

子会社 ㈱ピーエ
イケア

福島県
郡山市 44,000 保育事業 100.0 役員の兼任2名

及び派遣1名 資金の回収 60,000 関係会社
長期貸付金 30,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）業務内容を勘案し、両者協議の上で決定しております。

役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称及び

氏名
所在地

資本金
又は

出資金

事業内
容又は
職業

議決権
等の所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事
者との関

係
取引の
内容

取引金額
(千円)
(注) 4

科目 期末残高
(千円)

役員 加藤博敏
当社
代表

取締役
被所有
直接27.4
間接47.0

資金の
貸付
及び
債務

被保証

資金の
貸付
(注) 1

－

株主、役
員又は従
業員に対
する長期
貸付金

30,000

当社借入
に対する

債務
被保証
(注) 2

240,000  － －

主要株主
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
有してい
る会社

㈱Walks 東京都
文京区 　10,000 サービス

業 － 固定資産
の購入

固定資産
の購入
(注) 3

12,994  － －

（注）１.資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
２.当社は、銀行借入に対して代表取締役加藤博敏より債務保証を受けています。
   なお、保証料の支払は、行っておりません。
３.価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しています。
４.上記取引金額には消費税等は含んでおりません。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 37円61銭
２．１株当たり当期純損失 △12円93銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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